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■起業支援

○徳島県の主な施策

　2007年度から「創業促進あったかビジネス支援事業」を続けており、認定された事業者に

は「創業者無担保資金融資」「計画指導等」「起業家用貸室の賃料優遇」などの支援メニュー

が用意されている。これまでの事業計画の認定は619件に上っている（26年6月12日時点）。

また起業支援ポータルサイト「徳島県起業･創業ポータルサイト」を開設しており、補助金

･助成金事業として「スタートアップ創出促進補助金」「徳島県ふるさと起業家支援プロジェ

クト」「ディープテック･イノベーション創出支援費補助金」、セミナー事業として「女性起

業塾」「女性起業家交流セミナー」「企業伴走支援プログラム」「起業力養成講座」などが掲

載されている。

○金融機関による支援

　徳島県信用保証協会では、資金計画、収支計画、事業計画等の策定や保証申込を受け金融

機関の融資実行につなげるなどの支援に加え、創業前の相談、創業セミナー、創業後のフォ

ローアップの実施といったサポート体制を充実させている。日本政策金融公庫も、「新規開

業･スタートアップ支援資金」「生活衛生新企業育成資金」など多様な融資制度を取りそろ

えるとともに、創業前･創業時･創業後のステージに合わせ、各種相談会やセミナーの実施、

業界動向･創業に関して重要なポイント･計画書作成･事例紹介などをまとめた情報の提供

も行っている。

　民間金融機関でも、さまざまな取り組みを進めている。阿波銀行は、徳島市が国から認定

を受けた「創業支援事業計画」において創業支援事業者として2014年から連携を行ってお

り、この一環として「あわぎん創業支援セミナー」「あわぎん創業スクール」を実施してい

る。また県内で創業もしくは第二創業を計画している中小企業者等を金融面からサポートす

るため、「あわぎん創業支援『ゼロワン』ローン」の取り扱いを24年10月から開始した。

　阿波銀キャピタル（2023年7月設立）では、「あわぎん未来創造投資事業有限責任組合（23

年10月（設立時ファンド総額）：10億円→26年1月（増額）：20億円）」、「あわぎんイノベー

ション投資事業有限責任組合（26年1月（設立時ファンド総額）：5億円）」を設立しており、

創業･ベンチャーへの支援を進めている。

起業支援・産学連携
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○一般社団法人徳島ニュービジネス協議会

　同協議会は、セミナーの開催、研究会活動などを通して起業を支援する民間団体であり、

1996年に設立された。主催する「徳島ビジネスチャレンジメッセ」、またこの開催時に表彰

されるビジネスプランコンペ「徳島ニュービジネス支援賞」は、本県経済界における重要行

事として定着している。

○一般社団法人徳島イノベーションベース（TIB）

　メディアドゥホールディングス（現社名：メディアドゥ）、徳島新聞社、四国放送、阿波銀

行、徳島大正銀行が共同して2020年に設立され、徳島県内の起業家・経営者や社会人、学

生などアントレプレナーシップ（起業家精神）を持つ人を先輩起業家らが育成・支援すること

を目的としている。代表理事は、㈱メディアドゥ（東証プライム市場上場：電子書籍流通事

業）の代表取締役社長藤田恭嗣氏（那賀町木頭出身）が務めている。

　起業家による講演を行う「月例会」は、2026年6月時点で73回開催されている。また、経

営に関する経験および知識をシェアすることで簡単には醸成できない経営者仲間という横

のつながりを強化する「IBF（Innovation Base Forum）」、最先端テクノロジー企業などと連

携し知識やスキルを得る「ラーニング」、先輩起業家をメンターとして後輩起業家を育てる

「メンタリング」など、精力的に活動を展開している。

　こうした活動のベースは、1987年に米国で設立され年商1億円を超える会社の起業家だけ

が入会でき19,000人以上の会員を擁する「EO（Entrepreneurs' Organization（起業家機構））」

との連携により成り立っている。

■産学連携

○徳島大学の実績（共同研究・受託研究・寄附金受入）

　国立大学法人徳島大学の2023年度実績は、共同研究が302件･692百万円、受託研究が201

件・1,518百万円、寄附金受入が2,781件・2,111百万円であった。大学発ベンチャーは、26

年5月時点で33件を数える【産学連携-1】。

○四国ＴＬＯ（㈱テクノネットワーク四国）

　大学等が保有する特許の民間企業による活用、大学等との共同研究などを橋渡しする機関

として、四国においては四国TLOが2001年に設立されており、産学連携における中心的な

役割を担っている。
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○産学連携１号投資事業有限責任組合

　徳島大学発ベンチャーの創業・成長・経営支援を目的として、徳島大学、㈱地域経済活

性化支援機構（REVIC）、一般社団法人大学支援機構、阿波銀行の協力により、「産学連携１

号投資事業有限責任組合」が2020年4月に設立された。阿波銀行は、有限責任組合員とし

て10億円出資するとともに、運営母体となる㈱産学連携キャピタルに役員を派遣している。

既存ベンチャーへの出資に加え、大学の教員、研究者へのビジネスモデル検討段階からの支

援も行っている。2025年までの出資実績は、第1号のセツロテック㈱（ゲノム編集の受託な

ど）ほか計5社である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（蔭西義輝）

（産学連携－１）徳島大学発ベンチャー企業 （2026.5.11時点）

出所：徳島大学ホームページ

No. 企業名 認定年月日 No. 企業名 認定年月日
1 ナイトライド･セミコンダクター㈱ 2016.12.20 18 ㈱MILAI Technologies 2021.4.20
2 ㈱MMラボ 2016.12.20 19 ㈱GoFer 2021.11.16
3 ㈱イフリ 2016.12.20 20 ㈱OSATO 2022.3.15
4 小胞体ストレス研究所㈱ 2017.1.26 21 モルミル㈱ 2022.8.10
5 応用酵素医学研究所㈱ 2017.2.21 22 ㈱クロスメディスン 2023.3.22
6 ㈱徳島分子病理研究所 2017.2.21 23 ㈱Egret･Lab 2023.3.22
7 ㈱言語理解研究所 2017.2.21 24 ㈱サウスウッド 2023.3.31
8 徳島メディカルゴーイング㈱ 2017.2.21 25 ㈱C’est bon Jambon 2023.5.16
9 ㈱セツロテック 2017.2.22 26 ㈱amidex 2023.9.19
10 メカノジェニック㈱ 2017.5.16 27 ㈱AWAバイオ･オプティカルズ 2024.9.17
11 SHED Tech㈱ 2017.10.2 28 エイドコード㈱ 2025.1.20
12 ㈱Smart Laser&Plasma Systems 2018.2.26 29 MY Innovatech合同会社 2025.2.18
13 ㈱リバーセイジ･ユーラボ 2018.10.16 30 ㈱TSUNAGI 2025.4.15
14 合同会社UNIYOGA 2019.3.22 31 STAR-LIGHT MEDICAL㈱ 2025.9.16
15 ㈱産学連携キャピタル 2020.3.17 32 サイコビット㈱ 2025.10.21
16 Nano T-Sailing合同会社 2020.7.1 33 合同会社健康運動げんきLabo 2025.11.18
17 ㈱シトリアン 2020.7.21
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■サテライトオフィス誘致の経緯

　サテライトは衛星という意味であり、サテライトオフィスは「企業または団体の本拠から

離れた所に設置されたオフィス」（総務省）のことである。

　徳島県は早くから県下全域に光ファイバー網が設置されていたうえ、大都市に比べて通信

帯域に余裕があり、サテライトオフィスによるテレワークに適していた。加えて、神山町で

は、NPO法人グリーンバレーが事務所や住居に使う空き家のあっせんや移住者支援等を行う

など、受け入れ側の体制も整っていたため、2010年からサテライトオフィスの集積が始まっ

た。

　その後、2012年に県南部の美波町で、2013年に県西部の三好市・美馬市・つるぎ町・東み

よし町の2市2町からなる「にし阿波」地域でサテライトオフィスの集積が始まった。こう

した新規開設の動きは過疎地における先進事例としてマスコミに多数とりあげられ、サテラ

イトオフィスで働く若者が清流の岩の上に座ってパソコンで仕事をする映像が放送された際

は、大きな反響を呼んだ。 　

　地域は、企業の進出による雇用の創出のほか、移住による人口構成の改善や地域活性化、進

出企業の経営者や従業員による地域貢献・交流、進出企業と地元自治体等が連携した地域課

題解決の取り組みなどさまざまな効果が得られる。一方、企業はサテライトオフィスを開設

することで、地方で働くことを希望する人材の確保や、従業員の創造性発揮などの効果を得る

ことができる。また、東日本大震災後は、BCP（事業継続計画）の観点からサテライトオフィ

ス開設を検討する企業もみられた。

　このような中、県や市町村は、補助金制度の創設や担当者の設置、ホームページによるPR、

大都市圏でのプロモーション活動、視察ツアーの実施など、サテライトオフィス誘致に熱心

に取り組んでいる。また、美波町ではサテライトオフィス開設企業の経営者が新規誘致に主

導的な役割を果たしており、同町は県内で最も開設数が多くなっている。 

■サテライトオフィス開設企業

　年別の新規開設数推移をみると、2025年4月末から2026年3月末にかけて、5社が新たにサ

テライトオフィスを開設した【サテライトオフィス-1】。

　また、地域別開設企業数をみると同期間にかけて美波町に1社、三好市に1社開設のほか、

小松島市、勝浦町、佐那河内村でも開設があった結果、2026年3月末現在でサテライトオフィ

スが開設されている市町村は18、社数は106社となった【サテライトオフィス-2】。

サテライトオフィス
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　業種別には、神山町はIT企業や映像会社、美波町ではIT企業の集積が目立つ一方、「にし

阿波」地域は地方創生事業や旅行関連の事業などが多く、県全体でみると業種構成の多様化

が進んでいる。

　2023年4月には、神山町で最初にサテライトオフィスを開設したSansan株式会社（東証プラ

イム市場）の創業者が中心となり、神山町で起業家精神を持った人材を育てることを目的に、

「神山まるごと高専」が開校した。サテライトオフィスとの交流は、地域の発展において重要

な役割を担っている。

（小林なずな）

三好市
9社

美馬市
7社

神山町
15社

阿南市
3社

那賀町
3社

上勝町
1社

勝浦町
2社

東みよし町
  4社

美波町
30社

牟岐町
1社

松茂町
2社

小松島市
4社

海陽町
4社

鳴門市
7社

徳島市
8社

阿波市
3社

佐那河内村
2社

合計 ： 106社

北島町
1社

【サテライトオフィス -2】�地域別サテライトオフィス開設企業数
（2026 年 3月末現在）

資料：徳島県

注 1：2019 年 2月から2026 年 3月末にかけて 24 社が撤退しているため、2026 年 3月末現在の開設企業数は 18 市町村 106 社となっている。
資料：徳島県

【サテライトオフィス -1】�サテライトオフィスの新規開設数推移（2026 年 3月末現在）
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